
令和６年１月から、雇用調整助成金の支給額算定方法を改めます。

雇用調整助成金は、前年度の雇用保険料の算定基礎となった賃金総額を用いて1日あたり
の助成額単価を算定する方法（平均賃金方式）等により支給額を算定してきましたが、その
平均賃金方式を令和６年１月から廃止し、実際に支払った休業手当等の総額を用いた算定方
法（実費方式）に一本化します。

支給額は、AまたはBと、Cを比較して、いずれか少ない方

支給額は、BとCを比較して、いずれか少ない方

B 実費方式（実際に支払った休業手当等の総額×助成率）

B 実費方式（実際に支払った休業手当等の総額×助成率）

A 平均賃金方式（平均賃金額※×休業手当の支払率×休業等の延日数×助成率）
※労働保険の確定保険料申告書の賃金総額や被保険者数等から算定したもの

【ガイドブック】https://www.mhlw.go.jp/content/000656127.pdf

改正後 ※令和６年１月１日以降の日を初日とする判定基礎期間から

改正前 ※令和５年12月31日以前の日を初日とする判定基礎期間まで

ガイドブック

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

ご不明な点は、以下のコールセンターまでお問い合わせください。
雇用調整助成金、産業雇用安定助成金コールセンター

0120-603-999 受付時間 9:00～21:00 土日・祝日含む

い
ず
れ
か
選
択

雇用調整助成金を利用する事業主のみなさまへ

C 基本手当日額の上限額※×休業等の延日数
※8,490円（令和５年８月１日現在）

C 基本手当日額の上限額※×休業等の延日数
※8,490円（令和５年８月１日現在）

改正前後いずれであっても、残業相殺によって上記により算定した額よりも支給額が少な
くなることがあります。残業相殺については雇用調整助成金ガイドブックをご確認ください。

休業手当又は教育訓練に係る賃金が、通常の賃金等と明確に区分されて表示されている賃
金台帳等に加え、休業手当等の具体的な算定過程が分かる書類を整備し、労働局からの求め
に応じて提出することが必要です。
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